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1． 背景と目的  

　ひとり親世帯数は近年増加傾向にあり 1）（Fig. 1），
ひとり親世帯の子どもの貧困率 54.6%は大人が二
人以上いる世帯の子どもの貧困率 12.4%と比較し
ても非常に深刻である 2）（Fig. 2）。この実状から，
ひとり親世帯への手当，就労，子育てなどの支援が
必須であることは明白だが，同様に住居という生活
基盤を確保するための支援が不可欠である。近年，
高齢者・障害者・ひとり親など住宅確保要配慮者の
円滑な住宅確保のために全国各地で居住支援協議会
が相次いで設立されていることからも 3）4），住まい
の支援の重要性が高まっていると考えられる。

　そこで本稿は，自治体のひとり親世帯の支援体制
と支援の取組み内容，現状の居住に関する課題を明
らかにし，今後のひとり親世帯の居住支援策の知見
を得ることを目的とする。
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Fig. 1　 Transition in the number of single parent 
families
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2． 行政によるひとり親世帯の支援  

　まず，国及び東京都が行う主なひとり親世帯の支
援について取り上げる。

2-1． 国が定める支援施策   

（1） ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェ
クト    

　内閣府では，子どもの貧困対策会議にて「すくす
くサポート・プロジェクト」（2015年 12月 21日会
議決定，2016年 2月 23日愛称決定）として，「ひ
とり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト」及
び「児童虐待防止対策強化プロジェクト」の 2つの
支援施策を定めた 5）。ひとり親世帯の支援策は，前

者の施策に基づいて実施される。その施策には大き
く 6つの分野がある 6）（Fig. 3）。「⑤住まいを応援」
に関しては，ひとり親家庭等への住居確保の支援と
され，公的賃貸住宅の支援の拡充，空き家の活用促
進，転居を希望する場合のひとり親家庭支援施策の
情報提供，住宅確保給付金の支給を定めている。地
方公共団体は，この国の基本方針を踏まえて自立促
進計画を策定する。
（2） 居住支援協議会    
　国土交通省は，住宅確保要配慮者に対する賃貸住
宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティー
ネット法）に基づき，居住支援協議会の設置を定め
た 3）。概要を Fig. 4に示す。居住支援協議会は，ひ
とり親家庭，高齢者，障害者，などの民間賃貸住宅
入居の支援を推進する組織であり，国が協議会活動
費を補助する。平成 28年 4月 27日現在，47都道
府県及び 14の区市町（北海道本別町，山形県鶴岡
市，東京都江東区，豊島区，板橋区，八王子市，調
布市，岐阜県岐阜市，京都府京都市，兵庫県神戸市，
福岡県北九州市，福岡市，大牟田市，熊本市）の計
61の自治体が設置している 4）。
（3）生活困窮者自立支援制度    
　厚生労働省では，生活困窮者救済のために，2015
年 4月 1日に生活困窮者自立支援法を施行し，生活
困窮者自立支援制度を開始した 7）8）（Fig. 5）。支援
事業は大きく 6つに分けられ，自立相談支援事業と
住居確保給付金の支給は必須事業，その他は任意事
業である。住居確保給付金の支給は，前出の（1）「⑤

Fig. 2　Transition in the child poverty rate

Fig. 3　 Summary of self-reliance support projects for single parent and multiple 
child families
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住まいを応援」でも触れたように，生活に困窮する
ひとり親世帯も含まれる。
2-2． 東京都が定める支援施策   

　東京都では，母子及び父子並びに寡婦福祉法に基
づく自立促進計画として，「東京都ひとり親家庭自
立支援計画（第 3期）」（平成 27年度～平成 31年度）
9）を策定した。その具体的な支援施策を Table 1に
示す。
　ひとり親家庭を含む事業と限定している事業があ
り，施策分野は「相談体制の整備」「就業支援」「子
育て支援・生活の場の整備」「経済的支援」「市町村
の取組みの支援」の 5つに分かれている。ひとり親
家庭に限定した施策は，「相談体制の整備」「就業支
援」「経済的支援」の半分以上と，「子育て支援・生
活の場」のホームヘルプサービス，子どもの学習支
援，都営住宅の優先入居，母子生活支援施設に関す
る支援である。

　住居についての施策は，都営住宅の優先入居，居
住支援協議会，母子生活支援施設に関する 4つの施
策である。
2-3． 行政から各自治体への施策の展開   

　国のひとり親世帯の支援は，子どもの貧困対策や
生活困窮の側面からも推進されている。東京都は国
の基本方針に沿って自立促進計画を策定し，全施策

Fig. 4　Summary of council for support of residence

Fig. 5　 Summary of system of self-support for persons 
in need

Table 1　 Support policies for single parent families in 
Tokyo
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の半数近くをひとり親世帯に限定した施策として
いる。
　次章からは，東京都の自立促進計画が自治体にど
のように展開されているのか，支援の取組みを明ら
かにすることを試みる。

3． 研究内容  

3-1． 先行研究と本稿の位置づけ   

　本稿は先行研究 10）（Table 2）の継続的研究である。
先行研究では，1都 3県の区・市部にひとり親世帯
の支援の実態と課題についてアンケート調査を実施
し，調査結果より，ひとり親世帯の住まいの相談は
全体の 3番目に多いことなどが明らかになった。
　そこで本稿では，そもそも自治体がどのような体
制でひとり親世帯の支援を行っているか支援の連携
体制を明らかにし，具体的な支援の取組みとその実
態から，今後の居住支援の課題を見出すことを目的
とする。
　また本稿は，母子世帯の住居の一つとして，児童
福祉施設である母子生活支援施設 11）にも注目する

（Table 3）。母子生活支援施設は，母子を保護し自立
して生活を送れるよう就労や子育て，精神的ケアな
ど様々な支援を行う。DV被害による入所が約半数
で，入所期間は概ね 2年と定められている。

3-2． 調査概要   

　調査対象を Fig. 6，調査内容を Table 4に示す。本
稿は，先行研究のアンケート調査で回答を得た東京
23区中 17区にヒアリング調査を依頼し，承諾を得
た 10区を対象に各区役所へ出向き 1時間程度ヒア
リングを行った。回答者は先行研究のアンケート調
査と同様，ひとり親世帯の支援を主に行う部署でひ
とり親の相談を受ける担当者である（以下，「母子
担当」とする）。内容は，ひとり親世帯の支援体制
や必要と思われる支援，さらに住居の確保の実態な
どである。なお，いずれの区にも母子生活支援施設
が 1カ所以上設置されている。

Table 2　Preceding studies

Table 3　 Summary of maternal and child living support 
facilities

Fig. 6　Districts where interviews were conducted
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4． 自治体によるひとり親世帯の支援  

4-1． 支援の体制   

　支援の連携先と内容を一覧化し，また各自治体の
HPも参照しながら 12），母子担当の立ち位置を図式
化することを試みた。
（1）様々な連携機関と連携内容    
　全区より挙げられた連携先をTable 5に示す。様々
な部署，子どもや就労に関する関係諸機関，地域住
民との連携もみられる。
　具体的な連携内容は Table 6のとおりで，主な連
携は「◆全庁的な支援の連携」「△連携先との繋がり」
「■各担当が行う支援」「▽住宅関連の連携」として
示している。7区が該当する「◆全庁的な支援の連

携」では，子どもや子育てを中心に取組んでいる。
（2）支援体制と母子担当の立ち位置    
　支援体制図を Fig. 7に示す。10区の体制を大き

Table 4　Outline of survey

Table 5　Support cooperation partners

Table 6　Concrete cooperation
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く分類すると①子ども家庭部型と②保健福祉部型の
2種類になり，さらに担当課でみると a～ fの 6種
類に分けることができた。最も多い体制は 4区が該
当する a.手当係同課型となった。以下，各パター
ンについて母子担当の立ち位置をみる。
①子ども家庭部型
　保育所等と同じ子育てに関する部署に配置され，
3種類に分けられる。
a． 手当係同課型：手当係と同じ課に配置され，保育
所や子ども家庭支援センターの担当課と横並びの
関係にある。

b． 手当係・子ども家庭支援センター同課型：手当係
及び子ども家庭支援センターと同じ課に配置され
ている。

c． 子ども家庭支援センター同課型：子ども家庭支援
センターと同じ課に配置され，保育所や手当の担
当と横並びの関係にある。
②保健福祉部型
　高齢者や障害者と同じ福祉関係の部署に配置さ
れ，3種類に分けられる。
d． 子どもの貧困担当関連型：手当係と同じ課に配置
され，高齢者や障害者の担当課と横並びであり，
かつ，子どもの貧困対策担当と繋がっている。

e． 生活保護係同課型：生活保護係と同じ課に配置さ
れ，高齢者や障害者の担当課と横並びであり，手

当係と部が異なる。
f． 子ども家庭支援センター内型：手当係と同じ課に
配置され，高齢者や障害者の担当課と横並びであ
り，かつ，子ども家庭支援センターの建物内に配
置されている。

4-2． 体制と連携内容の関連性   

　①子ども家庭部型と②保健福祉部型では，支援の
連携内容に特徴が見られないことから体制との関連
性はないと考えられる。母子担当は必要に応じて住
宅課を紹介するなど住居の支援についても連携を
とっている。

4-3． 支援の取組み内容   

　支援の取組みを整理すると，主に子ども・子育て，
就労の 2点に分けられる（Table 7）。この結果につき，
前出の 2-2の東京都の支援施策との比較を試みる。
（1）子ども・子育て    
　特に子どもの学習支援や，前出の 2-2の支援施
策にある妊娠期からの切れ目のない支援として「出
産・子育て応援事業」（ゆりかご・とうきょう事業）
に則った母親への支援などが行われている。
（2）就労    
　ひとり親世帯に限定した給付金事業の支給金額の
割増や支給期間の延長を独自に行い，また就労相談

Fig. 7　Structure of support in districts
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Table 7　Support content

Table 8　Housing
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に対応可能な窓口の設置とその強化などに努めて
いる。

4-4． 東京都の施策と自治体の支援の取組み   

　各区は東京都の支援施策に沿い，独自の追加内容
を加えて母親と子どもそれぞれの支援に取り組んで
いることを確認できた。

4-5． 居住支援の取組みと実態   

　母子担当の居住支援の取組みを，住居と母子生活
支援施設の側面から把握する。
（1）住居    
　Table 8に，公営住宅，民間賃貸住宅，その他の 3

つの項目に分けて示した。
　公営住宅に関しては回答のあった全区が，ひとり
親世帯がエリアを絞って都営住宅に申し込むため当
選が困難になっていることを挙げている。民間賃貸
住宅について特徴的な点は，立ち退きを求められた
場合の新たな住居の家賃を助成する制度について，
該当者が少ないことである。その他については，居
住支援をひとり親世帯に限定せずに高齢者や障害者
も同様に支援が必要という回答を得た。また，都内
の高家賃の物件に住んでいた場合は，生活レベルを
下げることに抵抗があるという実態もみられた。
（2）母子生活支援施設    
　Table 9に，施設の現状，退所後の住居，その他

Table 9　Maternal and child living support facilities
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の 3つの項目に分けて示した。
　施設の現状としては，施設は母子共に精神的に頼
れる居場所であり，退所後も施設と繋がっている。
施設退所後の住居は，子どもの学校等の事情を考え
て施設から遠い地区を選ばないとなると，施設近隣
は家賃が高いため民間賃貸住宅への転居が非常に難
しい。その他については，子育てのノウハウを持っ
た地域資源として施設を活用したいという意見が最
も多く上がっている。ショートステイや産後ケアな
ど入所者でない母子世帯のための支援を，施設の空
間を活用して行いたいという現場の考えがある。

4-6． ひとり親世帯の居住支援の課題   

　これまで結果から，今後の居住支援の課題につい
て以下の 4点が考えられる。
（1）母子担当と住宅課の連携    
　母子担当は住宅に限らず生活全般の支援を扱って
いるものの，ひとり親に公営住宅の募集や住宅課の

施策を案内しており，居住支援の一翼を担う繋ぎ役
になっている。また，前出の 4-5（1）で触れたが，
民間賃貸住宅立ち退きの場合の家賃助成は実績の少
なさから支援の効果が薄いと考えられる。この点は，
住宅の担当と連携しながら施策の見直しを推進する
ことが求められる。
（2）母子 2人世帯の都営住宅への応募    
　平成 23年度全国母子世帯等調査結果報告による
と，母子世帯の人数は 3人世帯と 2人世帯がそれ
ぞれ約 30%を占める（Fig. 8）。都営住宅の募集住
戸には入居対象人数が決まっているため，3人以上
の募集住戸が多ければ 2人世帯はまず応募が難し
い。東京区部の都営住宅管理戸数は偏りが大きい
ため 13）（Fig. 9），2人世帯の当選には戸数の多い区
や多摩地域を選択することが現時点での解決策と言
わざるを得ない。
（3）母親の就労の意識    
　住宅の確保には，母親が現実の生活状況に向き合
い就労意欲を持てるように，丁寧に就労を支援する
ことも重要と考えられる。
（4）母子生活支援施設の空間活用    
　施設入所者以外への施設の活用のニーズが高まっ
ていることが確認できた。DV被害者がいるため節
度を持ち，地域の福祉施設として施設の空間を支援
に繋ぐことが望まれる。活用に際しては施設の運営
を十分に検討することが重要になると推察される。

5． おわりに  

　東京都区部でひとり親世帯の支援を主に行う母子
担当は，子育てまたは高齢者支援などの担当と同じ
部署内に並ぶ体制にあるが，その支援体制による支
援の連携に特徴は見られなかった。母子担当は子ど
も家庭支援センター，就労，生活困窮，住宅などの
担当と共に，ひとり親世帯を様々な支援に繋げられ
るよう連携していることが認められた。ひとり親世
帯の居住支援は，母親の就労意識とも関わりが深い
が，住宅課と綿密に連携し現行の施策の有効性を見
直す必要がある。また，母子生活支援施設は，ひと
り親世帯の居場所に活用すべき拠点として捉えられ
ていることを確認できた。今後は 1都 3県の他の地
域でも同調査を行い，居住支援の課題を明らかにし
ていきたい。

Fig. 8　Number of single parent households

Fig. 9　 Number of publicly-managed houses in 23 
districts in Tokyo
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〔要　約〕
　自治体のひとり親世帯の支援の連携体制と取組み
から居住支援の課題を見出すことを目的に，東京都
内 10区にヒアリング調査を行った。その結果，ひ
とり親世帯の支援を主に担当する母子担当は立ち位
置に関係なく庁内及び地域の関係機関と連携してい
ることが認められた。居住支援には住宅担当との連
携が今後さらに求められ，母子生活支援施設の活用
も母子世帯に必要な場として捉えられていることを
確認した。
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